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「８ 長期前払費用 ×××
９ 前払年金費用 ×××
10 繰延税金資産 ×××
11 その他投資 ×××
12 貸倒引当金（貸方） ×××
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」

に

改 め る 。

様 式 第 一 の 資 産 の 部 Ò ^ 備 考 中 「 長 期 前 払 費 用 」 の 下 に 「 、 前 払 年 金 費 用 」 を 加 え る 。

附 則

こ の 省 令 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 四 条 の 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 し 、

同 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の ガ ス 事 業 会 計 規 則 の 規 定 は 、 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日 以 後 に 終 了 す る 事

業 年 度 分 の 会 計 の 整 理 に つ い て 適 用 す る 。

諸 事 項

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間

次の破産事件について、以下のとおり破産手続
を開始した。破産財団に属する財産の所持者及び
破産者に対して債務を負担する者は、破産者にそ
の財産を交付し、又は弁済をしてはならない。
平成２６年（フ）第９９号
埼玉県さいたま市岩槻区南平野３丁目23`６
債務者 諸橋 英幸
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 三上 理
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
13日午前11時
６ 免責意見申述期間 平成26年３月13日まで

東京地方裁判所民事第20部
平成２６年（フ）第１２２号
東京都世田谷区弦巻４丁目20`１`102

債務者 福田 美恵
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 大島 義孝
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
13日午後２時30分
６ 免責意見申述期間 平成26年３月13日まで

東京地方裁判所民事第20部
平成２６年（フ）第７２号
東京都葛飾区東金町５丁目22`４
債務者 山崎 健生
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 籔本 義之
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
14日午前11時30分
６ 免責意見申述期間 平成26年３月14日まで

東京地方裁判所民事第20部

平成２６年（フ）第８１号
東京都港区芝５`18`１`531、住民票上の
住所東京都大田区大森西３丁目11`26`606

債務者 須藤 拓
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 矢部 陽一
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
14日午前11時30分
６ 免責意見申述期間 平成26年３月14日まで

東京地方裁判所民事第20部
平成２６年（フ）第１１７号
東京都江戸川区東葛西６丁目24`16`201

債務者 吉田 勉
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 伊藤 洋志
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
14日午前11時
６ 免責意見申述期間 平成26年３月14日まで

東京地方裁判所民事第20部
平成２６年（フ）第１２７号
東京都武蔵村山市三ツ木５丁目31`15

債務者 熊谷 秀樹
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 久保内浩嗣
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
14日午前10時
６ 免責意見申述期間 平成26年３月14日まで

東京地方裁判所民事第20部
平成２６年（フ）第１３６号
東京都練馬区貫井２丁目32`13 第一小野ビ
ル302

債務者 永江 榮三
１ 決定年月日時 平成26年１月15日午後５時
２ 主文 債務者について破産手続を開始する。
３ 破産管財人 弁護士 山田 康成
４ 破産債権の届出期間 平成26年２月12日まで
５ 財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴
取・計算報告・免責審尋の期日 平成26年３月
14日午前11時30分
６ 免責意見申述期間 平成26年３月14日まで

東京地方裁判所民事第20部

〇 外 務 省 告 示 第 三 十 三 号

日 本 国 政 府 は 、 昭 和 五 十 五 年 十 月 二 十 五 日 に ハ ー グ で 作 成 さ れ た 「 国 際 的 な 子 の 奪 取 の 民 事 上 の 側

面 に 関 す る 条 約 」 の 受 諾 書 を 平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 四 日 に オ ラ ン ダ 王 国 外 務 省 に 寄 託 し た 。

よ っ て 、 同 条 約 は 、 そ の 第 四 十 三 条 第 二 項 １ の 規 定 に 従 い 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 に 日 本 国 に つ い

て 効 力 を 生 ず る 。

な お 、 日 本 国 政 府 は 、 同 条 約 の 受 諾 書 を 寄 託 す る 際 に 、 同 条 約 の 第 四 十 二 条 の 規 定 に 基 づ き 、 第 二

十 四 条 及 び 第 二 十 六 条 第 三 項 に 規 定 す る 留 保 の 双 方 を 付 し た 。

同 条 約 の 締 約 国 は 、 平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 日 現 在 、 次 の と お り で あ る 。

ア ル バ ニ ア 共 和 国 、 ア ン ド ラ 公 国 、 ア ル ゼ ン チ ン 共 和 国 、 ア ル メ ニ ア 共 和 国 、 オ ー ス ト ラ リ ア 連 邦 、

オ ー ス ト リ ア 共 和 国 、 バ ハ マ 国 、 ベ ラ ル ー シ 共 和 国 、 ベ ル ギ ー 王 国 、 ベ リ ー ズ 、 ボ ス ニ ア ・ ヘ ル ツ ェ

ゴ ビ ナ 、 ブ ラ ジ ル 連 邦 共 和 国 、 ブ ル ガ リ ア 共 和 国 、 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 、 カ ナ ダ 、 チ リ 共 和 国 、 中 華 人 民

共 和 国 （ 香 港 特 別 行 政 区 及 び マ カ オ 特 別 行 政 区 の み ） 、 コ ロ ン ビ ア 共 和 国 、 コ ス タ リ カ 共 和 国 、 ク ロ

ア チ ア 共 和 国 、 キ プ ロ ス 共 和 国 、 チ ェ コ 共 和 国 、 デ ン マ ー ク 王 国 、 ド ミ ニ カ 共 和 国 、 エ ク ア ド ル 共 和

国 、 エ ル サ ル バ ド ル 共 和 国 、 エ ス ト ニ ア 共 和 国 、 フ ィ ジ ー 共 和 国 、 フ ィ ン ラ ン ド 共 和 国 、 フ ラ ン ス 共

和 国 、 ガ ボ ン 共 和 国 、 グ ル ジ ア 、 ド イ ツ 連 邦 共 和 国 、 ギ リ シ ャ 共 和 国 、 グ ア テ マ ラ 共 和 国 、 ギ ニ ア 共

和 国 、 ホ ン ジ ュ ラ ス 共 和 国 、 ハ ン ガ リ ー 、 ア イ ス ラ ン ド 共 和 国 、 ア イ ル ラ ン ド 、 イ ス ラ エ ル 国 、 イ タ

リ ア 共 和 国 、 カ ザ フ ス タ ン 共 和 国 、 大 韓 民 国 、 ラ ト ビ ア 共 和 国 、 レ ソ ト 王 国 、 リ ト ア ニ ア 共 和 国 、 ル

ク セ ン ブ ル ク 大 公 国 、 マ ケ ド ニ ア 旧 ユ ー ゴ ス ラ ビ ア 共 和 国 、 マ ル タ 共 和 国 、 モ ー リ シ ャ ス 共 和 国 、 メ

キ シ コ 合 衆 国 、 モ ル ド バ 共 和 国 、 モ ナ コ 公 国 、 モ ン テ ネ グ ロ 、 モ ロ ッ コ 王 国 、 オ ラ ン ダ 王 国 、 ニ ュ ー

ジ ー ラ ン ド 、 ニ カ ラ グ ア 共 和 国 、 ノ ル ウ ェ ー 王 国 、 パ ナ マ 共 和 国 、 パ ラ グ ア イ 共 和 国 、 ペ ル ー 共 和 国 、

ポ ー ラ ン ド 共 和 国 、 ポ ル ト ガ ル 共 和 国 、 ル ー マ ニ ア 、 ロ シ ア 連 邦 、 セ ン ト ク リ ス ト フ ァ ー ・ ネ ー ヴ ィ

ス 、 サ ン マ リ ノ 共 和 国 、 セ ル ビ ア 共 和 国 、 セ ー シ ェ ル 共 和 国 、 シ ン ガ ポ ー ル 共 和 国 、 ス ロ バ キ ア 共 和

国 、 ス ロ ベ ニ ア 共 和 国 、 南 ア フ リ カ 共 和 国 、 ス ペ イ ン 、 ス リ ラ ン カ 民 主 社 会 主 義 共 和 国 、 ス ウ ェ ー デ

ン 王 国 、 ス イ ス 連 邦 、 タ イ 王 国 、 ト リ ニ ダ ー ド ・ ト バ ゴ 共 和 国 、 ト ル コ 共 和 国 、 ト ル ク メ ニ ス タ ン 、

ウ ク ラ イ ナ 、 グ レ ー ト ブ リ テ ン 及 び 北 ア イ ル ラ ン ド 連 合 王 国 、 ア メ リ カ 合 衆 国 、 ウ ル グ ア イ 東 方 共 和

国 、 ウ ズ ベ キ ス タ ン 共 和 国 、 ベ ネ ズ エ ラ ・ ボ リ バ ル 共 和 国 、 ジ ン バ ブ エ 共 和 国

平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 九 日 外 務 大 臣 岸 田 文 雄

〇 外 務 省 告 示 第 三 十 四 号

平 成 二 十 四 年 六 月 七 日 に バ グ ダ ッ ド で 署 名 さ れ た 投 資 の 促 進 及 び 保 護 に 関 す る 日 本 国 と イ ラ ク 共 和

国 と の 間 の 協 定 の 効 力 発 生 に 必 要 な 国 内 法 上 の 手 続 が 完 了 し た 旨 を 通 告 す る 外 交 上 の 公 文 の 交 換 は 、

平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 六 日 に バ グ ダ ッ ド で 行 わ れ た 。 よ っ て 、 同 協 定 は 、 そ の 第 二 十 六 条 １ の 規 定 に

従 い 、 平 成 二 十 六 年 二 月 二 十 五 日 に 効 力 を 生 ず る 。

平 成 二 十 六 年 一 月 二 十 九 日 外 務 大 臣 岸 田 文 雄
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